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これからの地域福祉のあり方に関する  

研究会：検討項目  

1地域福祉の意義と役割  

2 地域福祉の現状と課題  

3 地域福祉関係施策の評価  

4 今後の目指すべき方向  
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これからの福祉について  

○介護保険、障害者自立支援法等  
→各分野のサービス量は増大（フォーマル・サービス）  

○入院期間の短縮の要請、ノーマライゼーションの観点から 

地域移行、「地域で普通の暮らし」が政策の目標  

→受け皿の 整備が急務  

○あらゆるニーズをすべてフォーマル■サービスでカバーするこ   

とには限界  

イ制度の谷間」   

・「制度外のニーズ」  

89．8（万円）   

1g70   1980   1990   2003  2006（予算へ■－ス）   
国民所得額（兆円）A   61．0   203．2   348．3   368．7   375．6   
給付黄総額1兆円トB  －3．5（100用恥  －24∴8（l鳳0％1  47。2（l恥0粧  84＝3（l仙0％）  89「8（一肌0％）   
（内訳） 年金   0．9（24．3％）  10．5（42．2％）  24．0（50．9％）  44．8（53．1％）  47．4（52．8％）   

医療   2．1（58．91）  10．7（43．3％）  18．4（38．9％）  26．6（31，61）  27．5（30．澗）   
福祉その他  0．6（16．8％）  3．6（14．5％）  4，8（10．2％）  12．9（15．3％）  14．9（16．6％）   
B／A   5．77％   12．19％   13．56，i   22，86％   23．909i   

2003 2006  
（平成15）（予暮へ●一入）  

1980  t890  

（昭和25）  （昭和35）  （昭和45）  （昭和55）  （平成2）  

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成15年度社会保障給付費」、2006年度（予算ベース）は厚生労働省推計  

（注1）図中の数値は，．】950，1960，1970，1980，1990及び2003並びに2006年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。  

（注2）2006年度の「一人当たり社会保障給付費」は、給付黄総額を平成18年1月1日時点（概算値）の人口総数で除したもの。   
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90年代の福祉・介護  

80年代  

医療：10．7兆円→18．4兆円（＋7・7兆円）  
福祉：3．6兆円→4．8兆円（＋1・2兆円）  

90年代以降  
医療：18．4兆円→27．5兆円（＋911兆円）  
福祉：4．8兆円→14．9兆円、（＋10・1兆円）  

福祉・介護のパラダイムの転換  

○普遍化  ○措置から契約へ  

・低所得者対象→普遍化  ・選択  

・自己決定  

・利用者本位  

○費用の分担  

・無料又は低額→応益負担  

・自助と「皆で支え合う部分」の整理  

○地域で普通の暮らし  

・在宅重視  

・自立支援  

・地域福祉  

○市町村中心  

・市町村への一元化  

・基盤の計画的整備  
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支援費制度の施行（15年4月～）により新たにサービス  
の利用者が増え、地域生活支援が前進  

・新たな利用者の急増に伴い、サービス費用も増大。今後も利用者の増加が見   
込まれる中、現状のままでは制度の維持が困難。  

・大きな地域格差（全国共通の利用のルールがない、地域におけるサービス提供   
体制が異なる、市町村の財政力格差）  

・障害種別ごとに大きなサービス格差、制度的にも様々な不整合、精神障害者は   
支援費制度にすら入っていない  

・働く意欲のある障害者が必ずしも働けていない  

で普通に暮らせるための基盤が十分整備されていない   



国家予算と厚生労働省予算  

一般歳出  46兆9，784億円  
＋6，124億円  

＋1．3％  

厚生労働省予算 21兆4，769億円  
＋5，352億円  
＋2．6％  

（一般歳出に占める割合  45．7％）  
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障害保健福祉関係予算  

2006年度予算  8，131億円  

2007年度予算  9，OP4億円   
＋873億円  

対前年度伸び率  ＋10．7％   
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障害者の地域移行  

【数断割入院中の退院可能榊障害者の減少日雛  ほ旭日標】敵船からの地域生活への移行  

0施臥月措の魁l隻孟への手折については、平彪3判托でに舶の施設入所者（1t6万人）の丸1．9万人（糾3瑚が地  

域塵講へ折するとともに、人絹隷書のl眼帯を勘‡した慈l、！陀の集臥層繕のうち11万人（軌8現川濾されるユが  

見込ま九ている．  

0退院可変榊捧書都二刊lては、受け入九条件が整えば脚篭な榊障害者は下、逢院可誌精神害者．）4．9万人  

のうち．平成23年虔某末¶こ37万人を退院させることが見込払ている．  

【現在（平成17年10月時点）】  【平成23年度末】  【平成23年度未】  
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地域における多様な課題  

○虐待  

○家庭内暴力  

○孤立死  

○排掴死  

○高齢者に対する詐欺的商法  

○引きこもり  

○ゴミ屋敷  

＊災害時の要援護者   
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地域で問題となっている生活課題や対象（第1回研究会意見から）  

○ゴミだしや電球交換のようなちょっとしたことの手助け（を頼める相手がいなくて因っている人がいる）。   

○認知症高齢者等の見守りのみでの長時間の対応。   

○入退院時や二睦帰宅時のケア。   

○冠婚葬祭や意欲向上のための外出（散歩等）など、必要性の判断が分かれるような要請への対応。   

○周りとうまくいかない人や周囲が迷惑と感じるような人（地域はどうやってそれを追い出すかを考える）。   

○介護に追われているなど（必要があるにもかかわらず）地域との関係を持つ余裕自体のない人への対応。   

○コミュニケーションが難しい人、自分で自分の生活を壊してしまう人、虐待している自覚のない人。   

○易姓の自立の問題。（家事ができない。一人暮らしになると生活ができない。）   

○生国A労働者。日本人と同様に生活課題をもっているが労働問題に規定されており問題が複合化している。   

○要介護者と精神障害者、DVと子どもというような複合的な課題のある世帯に対し、責任を持って複数の制  
度を組み合わせる人がおらず、ひとつの家庭を支えきれない。   

○自死遺児、難病家族など少数者への地域の差別偏見、無理解。  

⇒制度の外にあるこ瑚要   

への対応が必要   
⇒ 
⇒制度の谷間にある者   

生活を支える抱合的な支援が必要   
⇒差別偏見、孤立への対応が必要  

○東京23区内の自宅で誰にも見取られずに死因不明の急死や事故死（自殺を除く）を遂げた単身者は、   
2718人。  

、このうち男性が7割（1836人）を占める。  
・65歳以上では男性は55％であるが、 生年実年世代では全体の9割近くを男性 が占める。  
・死後3－6ケ月での発見は男性が14人、6ケ月以上が3人で女性はゼロであった。  

［2004年度東京都監察医務院データ 2005年6月24日東京新聞］   

○東京都営住宅の一人暮らし世帯で2004年度に孤独死した309人のうち17人が死後1ケ月以上放置され  
ていた。死後1週間以上たって見つかった67人のうち男性は53人と8割近くに上った。  

［都住宅供給公社資料より 2005年5月7日東京新聞】  

めた  ⇒ 早‡身看の孤立の問題（特に  

○屋外を排相中、死亡、行方不明となった高齢者は、2004年1月から12月末までの1年間に約900人に  
上った（警察庁調査）。全国の警察署に寄せられた俳掴高齢者に関する捜索願や110番通報は、2万3668  

件。このうち死亡が確認された548人、行方不明のままは357人に上った。一方、無事に発見されたのは  
1万7842人、本人が自分で帰宅したのは4921人。多くが、認知症高齢者で、発見、保護に時間がかかる  
ことが原因とみられる。  

［2005年9月22日読売新聞】  
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高齢者虐待  

○被虐待者のうち虐待されている自覚があると思われるものは5割弱。多くが虐待されている自覚がない。  
［医療経済研究機構『家庭内における高齢者虐待に関する調査報告書』2004年3月】  

⇒蜘要  

○児童相談所における相談者は増加の一途。（1996年度4，102件⇒2006年度37．343件）   

○虐待が行われた家族の特徴として、賃貸の集合住宅居住が多く、「経済的困難」と「親族・近憐・友人からの  

孤立」があることが指摘されている。  

【東京都福祉局調査2001年10月］  

⇒ 孤立している子育て家庭の問題  
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平成2年度  平成3年度  平成4年度  平成5年度  平成6年度  平成7年度  平成8年度  平成9年度  平成10年度   

（1．00）   （1．06）   （1．25）   （1．46）   （1．78）   （2．47）   （3．73）   （4．86）   （8．30）   

り01   1．171   1．372   1，611   1，981   2，722   4．102   5，352   6．932   

平成11年   

度   度   度  

（10．56）   （16／10）   （2l．13）   （21．56）   （24．13）   （30．34）   （3l．3り   （33．92）   

11．631   17．725   23．274   23．738   26．5t；9   33，408   34．472   37，343   

（件数）（注）1．平成18年度の件数は速報値であり、今後変動することもあり得る。2．表中、上段（）内は、平成2年度を1とした指  
（伸び率）であるヾ  
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消費者被害  

02005年の悪質リフォーム被害は222億円で前年の16倍以上。【警察庁まとめ］   

○近年、高齢者・障害者の消費者被害は増加の一途を辿っている。特に、一人暮らしで、周りに相談する人の   

いない高齢者が悪質事業者の格好の標的になっている。   

○全国の消費生活センターに寄せられた契約当事者が70歳以上の相談件数は、増加しており、2006年度  
は約13万件で、相談全体の12％を占めている。【国民生活センターHP】  

契約当事者が70歳以上の年度別推移（2007年7月10日時点の件数）  
2001年度  
2002年度  
2003年度  
2004年度  
2005年度  
2006年度  
2007年度  

56，915件  
76，576件  
99，033件  
129，392件  
139，211件  
133，542件  
16，324件 く前年同期 23，127件）  

上位販売方法・手口  

1位 家庭訪販（24，860件、35．3％）  

＊販売業者が消費者の自宅を訪問し、商品やサービスを勧誘・販売する方法。  

2位 電話勧誘（9，605件、13．6％）  

＊消費者の自宅へ電話をかけ、商品やサービスを勧誘する。  

3位 次々販売（5，099件、7．2％）  
＊一人の消費者に次から次へと契約させる商法。  

ききる盟俵が  ＝〉 且i斤な  

○近年の風水害や地蔑では犠牲者の多くを高齢者が占めており、高齢化が進む中において高齢者、障害者、   
日本語のわからない外国人などの災害時要援護者の避難支援等が課題となっている。  

新潟中越沖地震による被害状況（2007年7月16日発生）   

死者11人のうち、10人が高齢者（柏崎市9人、刈羽村1人）  

・70歳代7人、80才代3人   
・建物の下敷き9人、外傷性硬膜下血腫1人  

・男性4人、女性6人  

［新潟県災害対策本部］   

＜参考＞柏崎市の人口は、約9万4000人、高齢化率25．6％。刈羽村高齢化率は26．4％。  

⇒災書時に力を発揮する日常的なつながりや支えあう活動の必要  

19   



外国人登録者  

○外国人登録者数は，約208万5，000人となり，過去最高を更新。我が国総人口の1．63パーセントを占める。   

○外国人登録者の国籍（出身地）の数は188（無国籍を除く。）であり，韓国・朝鮮が全体の28．7パーセントを   

占め．以下，中乳ブラジル，フィリピン，ペルー．米国と続いている。   

○外国人登録者数が最も多いのは東京都（36万4，712人）で，全国の17・5パーセントを占めている。以下．  

大阪風愛知県，神奈川県，埼玉県，兵庫県，手業県，静岡県．岐阜県，京都府の順となっており，上位10  

都府県（146万1，354人）で全国の70．1パーセントを占めている。この10都府県の中で，平成17年末と  

比較して増加率が高いのは岐阜県（7．6パーセント）及び愛知県（7．1パーセント）である。   

○在留資格の構成比は，「永住者」（一般永住者と特別永住者を総称。）が83万7，521人で全外国人登録者  

の40．2パーセントを占め．以下，「定住者」が12．9パーセント「日本人の配偶者等」が12．5パ→セント，  

「留学」が6．3パーセントと続いている。平成17年未と比較して．「研修」及び「就学」がそれぞれ30．3パー  

セント，30．5パーセント増加している一方で，「興行」は，42．1パーセント減少している。  

平成18年窯1現在における在留首輪別の納会  

【2007年5月  

法務省入国管理局】  
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自殺者  

01998年から9年連続3万人を超えた。   

○あしなが育英会の高校奨学生の自死遺児採用数は、2000年度144人で、3年前の1998年度21人の7  
倍に急増。［2001年10月あしなが育英会高校奨学生の出願書類調査結果］   

02006年中の自殺者の概要［2007年6月 警察庁報告書］   
1．総 数  
自殺者の総数は32，155人で、9年連続3万人を超えた。性別では、男性が22，813人で全体  
の70．9％を占めた。  

2．年齢別状況  
「60歳以上」が11，120人で全体の34．6％を占め、次いで「50歳代」（7，246人、  
22．5％）、「40歳代」（5，008人、15．6％）、「30歳代」（4，497人、14．0％）等  

の順となっている。  

3．職業別状況  
「無職者」が15，412人で全休の47．9％を占め、次いで「被雇用者」（8．163人、25．  
4％）、「自営者」（3，567人、11．1％）、「主婦・主夫」（2，658人、8．3％）等の順と  

なっている。  

4．原因・動機別状況  

「健康問題」が4，341人で遺書ありの自殺者の41．5％を占め、次いで「経済・生活問題」（3，  

010人、28．8％）、「家庭問題」（1，043人、10．0％）、r勤務問題」（709人、6．8％）  

等の順となっている。   
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